
資料９ー１保険会社に係る早期是正措置制度に関する総理府令・大蔵省令の概要

（平成１１年１月１３日公布）

１．保険業法第１３２条第２項、第２０４条第２項、第２３０条第２項において、保険金

等の支払能力の充実の状況に係る区分に応じ総理府令・大蔵省令で定めることとされて

いる命令は、概要以下の表の通り。

保険金等の支払能力の充実

の状況に係る区分 措 置 の 内 容

非対象 ｿﾙベﾝｼｰ･ﾏｰジﾝ 比率

区分 ２００％以上

第一 ｿﾙベﾝｼｰ･ﾏｰジﾝ 比率 経営の健全性を確保するための合理的と認められる改善

区分 １００％以上 計画の提出の求め及びその実行の命令

２００％未満

第二 ｿﾙベﾝｼｰ･ﾏｰジﾝ 比率 次に掲げる保険金等の支払能力の充実に資する措置に係

区分 ０％以上 る命令

１００％未満 ・保険金等の支払能力の充実に係る合理的と認められる

計画の提出及びその実行

・配当又は役員賞与の禁止又はその額の抑制

・社員配当又は契約者配当の禁止又はその額の抑制

・新規契約の予定利率の変更

・リスクの高い投資行動の抑制

・事業費の抑制

・一部の営業所又は事務所における業務の縮小

・子会社等の株式又は持分の処分

・その他金融監督庁長官が必要と認める措置

第三 ｿﾙベﾝｼｰ･ﾏｰジﾝ 比率 期限を付した業務の全部又は一部の停止の命令

区分 ０％未満

２．これに加え、以下のような措置も併せて講じることとする。

 第三区分に該当する保険会社であっても、有価証券の含み損益等を反映した資産の



額と負債の額の差が正の値である場合又は明らかに正の値になると見込まれる場合に

は、第二区分の措置を講ずることができることとする。

 第三区分に該当しない保険会社であっても、有価証券の含み損益等を反映した資産

の額と負債の額の差が負の値である場合又は明らかに負の値になると見込まれる場合

には、第三区分の措置を講ずることができることとする。

 保険会社が、その保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率が第二区分又は第三

区分に陥ったことを知った場合、その後速やかに合理的と認められる経営改善計画を

自ら策定・提出し、当該計画が所要の期間で確実に達成できると見込まれる場合は、

当該計画達成後に該当する区分（非対象区分を除く。）の措置を講ずることができる

こととする。

 経過措置として、保険会社が、その保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率が

いずれかの措置区分に陥ったことを知った場合、制度導入（平成１１年４月１日）か

ら半年の間に、合理的と認められる経営改善計画を自ら策定・提出し、当該計画が所

要の期間で確実に達成できると見込まれる場合は、当該計画達成後に該当する区分

（非対象区分を含む。）の措置を講ずることができることとする。

 このほか、現行のソルベンシー・マージン基準について所要の見直しを行った。











資料９－４ 生命保険会社の平成８・９年度及び１０年度決算（速報）の概要

生命保険会社全社ベース

８ 年 度 ９ 年 度 １ ０ 年 度

（＝９年３月期） 対 前 年 （＝10年３月期） 対 前 年 （＝11年３月期） 対 前 年

増減率（％） 増減率（％） 増減率（％）

保 有 契 約 高（兆円） ２，１７４ １．０ １，９６８ ▲ ９．５ １，８８９ ▲ ４．１

保険料等収入（億円） ２９３，９９０ ▲ ４．６ ３０４，７２２ ３．７ ２８７，１７１ ▲ ５．８

保険金等支払金（〃） ２９２，４６５ ３５．２ ３１３，９１２ ７．３ ２８３，３５８ ▲ ９．７

経 常 利 益（〃） １９，１０４ １２．３ ８，１５５ ▲５７．３ １３，９６８ ７１．３

総 資 産（兆円） １８８ ０．６ １９０ ０．８ １８９ ▲ ０．５

リスク管理債権（億円） １７，１５６ １３，３３９ ▲２２．２

（注１）各年度とも４４社ベース（９年度はＧＥエジソン生命を除き、１０年度は東邦生命及びﾏﾆｭﾗｲﾌ･ｾﾝﾁｭﾘｰ 生命を除く。）。

（注２）保有契約高、解約等は、個人保険＋個人年金保険＋団体保険の計数。

（注３）１０年度のリスク管理債権は、各社のディスクロベース（取立不能見込額控除後）の計数。



資料９ー５ 損害保険会社の平成８・９年度及び平成１０年度（速報）決算の概要

損害保険会社国内３５社べース

（ 単 位 ： 億 円 ）

８ 年 度 ９ 年 度 １ ０ 年 度

（＝９年３月期） 対 前 年 （＝10年３月期） 対 前 年 （＝11年３月期） 対 前 年

増減率（％） 増減率（％） 増減率（％）

元受正味保険料（積立保険料含む) １０６，２１９ ４．０ １０３，１３７ ▲ ２．９ ９６，２４０ ▲ ６．７

正 味 収 入 保 険 料 ７２，２８１ ３．９ ７２，１５３ ▲ ０．２ ６９，１６２ ▲ ４．１

正 味 支 払 保 険 金 ３４，９０４ ４．０ ３５，３６３ １．３ ３６，４０６ ３．０

経 常 利 益 ３，７７６ ▲２２．７ ３，７６２ ▲ ０．４ ３，７０７ ▲ １．５

総 資 産 ３０３，５８１ ３．１ ３１１，１７４ ２．５ ３０８，２７２ ▲ ０．９

リ ス ク 管 理 債 権 ３，９３６ ３，８６９ ▲ １．７

注１）８年度、９年度は３３社ベース、１０年度は３５社ベース。（ オールステート損害保険㈱及びアクサ損害保険㈱が１０年度より営業開始 ）

注２）１０年度のリスク管理債権は、各社のディスクロベース（取立不能見込額控除後）の計数。



資料９ー６ 平成１１年６月４日

金 融 再 生 委 員 長 談 話

東邦生命保険相互会社について

１．金融監督庁から、「本日午後、東邦生命保険相互会社が臨時取締役会において

事業の継続を断念する決議を行い、金融監督庁に対し同決議の報告及び保険業法

第２４１条の規定による業務停止命令等の発動の要請を行った。」との報告を受

けた。

２．金融監督庁においては、東邦生命保険相互会社からの報告を受けて、直ちに、

保険業法第２４１条の規定に基づき、東邦生命保険相互会社に対し業務の一部停

止、一層の資産の悪化を招く行為の禁止等の措置を命じたところであり、また、

保険契約の存続を図るため、速やかに保険管理人の選任を行い、保険契約の移転

等の計画の作成を命ずる予定である。

３．生命保険会社が破綻した場合のセーフティ・ネットとしては、金融システム改

革法により創設された生命保険契約者保護機構があり、同機構による資金援助又

は保険契約の引受けを通じて、保険契約者等の保護が図られることとなっている。

特に、２００１年３月末までの特例期間中に支払事由の生じた死亡保険金等につ

いては、その全額が支払われるなどの保護がなされている。

４．したがって、保険契約者におかれては、いたずらに風評に惑わされることなく

冷静な行動をとられることを強く希望する。



資料９ー７ 平成１１年６月４日

金 融 監 督 庁 長 官 談 話

東邦生命保険相互会社について

１．本日午後、東邦生命保険相互会社は臨時取締役会において事業の継続を断念する決議

を行い、当庁に対し同決議の報告及び保険業法第２４１条の規定による業務停止命令等

の発動の要請を行った。

２．当庁は、この報告を受けて、直ちに、保険業法第２４１条の規定に基づき、東邦生命

保険相互会社に対し業務の一部停止、一層の資産の悪化を招く行為の禁止等の措置を命

じた。

今後は、同社に対し、同条の規定に基づき「保険管理人による業務及び財産の管理を

命ずる処分」を行うために、速やかに保険管理人の選任を行うこととしている。

３．業務の一部停止を命じたことにより、解約に関する業務、契約者貸付に関する業務、

配当の支払いに関する業務等は停止されるが、保険金の支払い、保険料の受領等の保全

業務については引き続き行われることとなる。

なお、東邦生命保険相互会社は、解約に関する業務等をジー・イー・エジソン生命保

険株式会社に委託していることから、実際上はジー・イー・エジソン生命保険株式会社

において東邦生命保険相互会社から委託されている解約に関する業務等が停止されるこ

ととなる。

４．当庁としては、保険契約を存続させることが保険契約者等の保護を図るための最善の

措置と考えており、保険管理人に対し保険契約の移転等の計画の作成を命ずる予定であ

り、東邦生命保険相互会社の処理のスキームは保険管理人において策定される保険契約

の移転等の計画において定められることとなる。

５．保険契約者におかれては、以下のような保護が図られることとなっており、いたずら

に風評に惑わされることなく冷静な行動をとられることを強く希望する。

６．即ち、生命保険会社が破綻した場合のセーフティ・ネットとしては、金融システム改

革法により創設された生命保険契約者保護機構があり、同機構による資金援助又は保険

契約の引受けを通じて、責任準備金（将来における保険金等の支払いのために積み立て

られているべき準備金）の９０％までを補償すること等により、保険契約者等の保護が



図られることとなっている。ただし、２００１年３月末までの特例期間中に支払事由の

生じた死亡保険金等については、その全額が支払われることとされているなどの保護が

なされる仕組みとなっている。

７．また、他の生命保険各社は、近年の低金利等の経済環境の下、自己資本の充実等によ

る経営基盤の強化等に努めていると聞いているところである。

なお、当庁としては、今後とも、保険契約者等の保護の観点から、本年４月から導入

された早期是正措置の厳正な運用、立入検査、モニタリングの充実など監督権限の適切

な行使を通じて、保険会社の経営の健全性の確保を図ってまいる所存である。





資料９ー８ 平成11年６月５日

金 融 監 督 庁

東邦生命保険相互会社に対する保険管理人による

業務及び財産の管理命令等について

１．本日、保険業法第２４１条の規定に基づき、東邦生命保険相互会社

に対し、保険管理人による業務及び財産の管理を命ずる処分をすると

ともに、同法第２４２条第２項の規定に基づき、公認会計士の杉山茂

八氏、弁護士の小杉晃氏及び社団法人生命保険協会（会長 住友生命

保険相互会社社長 吉田紘一）を同会社の保険管理人として選任し、

併せてこれらの保険管理人に対し同法第２４７条第１項の規定に基づ

き同会社に係る保険契約の移転を定める計画の作成を命じました。

２．今般の措置により、東邦生命相互会社の代表権、業務の執行並びに

財産の管理・処分権は保険管理人に専属することとなり、本日選任し

た保険管理人は、東邦生命保険相互会社に係る保険契約の移転を定め

る計画を策定することとなります。



資料９ー９ 自 動 車 損 害 賠 償 責 任 保 険 審 議 会 委 員 名 簿
（平成１１年６月２２日現在）

（会 長） 倉 澤 康一郎 武蔵工業大学教授

（委 員） 加 藤 裕 治 全日本自動車産業労働組合総連合会事務局長

川 戸 恵 子 東京放送報道番組センター副部長

佐 藤 秀 一 全国共済農業協同組合連合会代表理事会長

島 田 晃 全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局長

高 瀬 佳 久 日本医師会常任理事

中 山 恭 子 国際交流基金常務理事

仁 平 圀 雄 日本自動車連盟会長

布 江 實 自動車保険料率算定会専務理事

橋 本 章 日本自動車会議所理事

樋 口 公 啓 日本損害保険協会会長

山 下 友 信 東京大学教授

若 菜 允 子 弁護士

（行政機関） 荒 井 正 吾 運輸省自動車交通局長

鈴 木 正 明 自治省行政局長

竹 中 美 晴 農林水産省経済局長

玉 造 敏 夫 警察庁交通局長

伏 屋 和 彦 大蔵省金融企画局長

細 川 清 法務省民事局長











資料９ー12 主な保険会社の提携関係等について

保 険 会 社 名 提 携 先 プ レス発 表 提 携 等 の 内 容

千代田火災海上保 トヨタ自動車㈱ 平10．９．11 ・トヨタ自動車が第三者割当増資の引
険 受

東京海上火災保険 東 京 三 菱 銀 行 平10．９．11 ・投信評価会社の共同設立
明治生命保険 三 菱 信 託 銀 行 ・確定拠出型年金に係る共同事業

・投資銀行業務における事業展開

第一生命保険 日 本 興 業 銀 行 平10．10．２ ・金融商品・ｻｰビｽの相互補完と開発、
提供

・資産運用・管理業務の提携
・商品研究・新ﾃｸﾉﾛジｰ開発の為の合弁
会社設立

・平10、11年度における増資の引受、
基金等の拠出

セゾン自動車火災 エイチ・アイ・エ 平10．10．６ ・エイチ・アイ・エスが第三者割当増
保険 ス 資引受

・包括的な業務提携関係を構築

日本生命保険 ドイツ銀行（独） 平10．11．11 ・投信商品の共同開発・販売
・欧州に合弁運用会社設立
・日本での信託共同事業の検討
・人的交流

太陽生命保険 大同生命保険 平11．１．17 ・将来的な保険持株会社構想のもとで
の事業展開を前提とした全面的業務
提携

第百生命保険 ﾏﾆｭﾗｲﾌ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ 平11．２．９ ・共同出資による新生命保険会社（ﾏﾆ
（加） ｭﾗｲﾌｾﾝﾁｭﾘｰ生命保険）を設立

朝日生命保険 ﾒﾄﾛポﾘﾀﾝﾗｲﾌ（米） 平11．２．26 ・資産運用、投信業務を軸にした包括
提携

協栄生命保険 第一火災海上保険 平11．３．10 ・資本・業務両面で提携
・商品の共同販売
・基金・増資の引受

セコム東洋損害保 セコム㈱ 平10．７．20 ・セコムが資本参入し、損保業界に参
険 入

平11．３．11 ・セコムが第三者割当増資の引受（子
会社化）

千代田生命保険 ユナム（米） 平11．３．15 ・商品セットの多様化と拡販
・商品開発及び市場開拓に関する人事
交流

日本生命保険 同和火災海上保険 平11．６．４ ・営業、損害調査・査定、事務システ
ニッセイ損害保険 ム、資産運用等、幅広い業務領域に

おいて、業務協力の拡大
・日本生命保険が同和火災海上保険の
第三者割当増資の引受
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